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○職員就業規程

改正　平成17年２月８日社協規程第７号　
平成18年３月28日社協規程第10号　
平成18年９月29日社協規程第11号　
平成21年５月26日社協規程第１号　
平成28年12月19日社協規程第８号　
平成29年３月29日社協規程第10号　
平成31年２月19日社協規程第11号　
令和元年12月４日社協規程第１号　
令和５年３月17日社協規程第５号　

第１章　総則
（趣旨）
第１条　この規程は、社会福祉法人福津市社会福祉協議会（以下「本会」という。）の職員の就業に関し、必要な事項を定めるものとする。
２　この規程に定めるもののほか、職員の就業に関しては、労働基準法（昭和22年法律第49号）その他関係法令の定めるところによる。
（定義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　会長　定款第20条第２項に定める代表者をいう。
(２)　職員　定款第32条第２項の規定により会長が任命した者をいう。
（義務）
第３条　会長は、この規程に基づく労働条件により職員を就業させ、職員は、この規程を遵守する義務を負う。
第２章　採用
（職員の採用）
第４条　会長は、職員を採用しようとするときは、競争試験（筆記試験及び口述試験）又は選考によるものとする。
２　新たに採用しようとする者は、年齢が18歳以上30歳未満の者とする。ただし、会長が特に必要と認めたときは、この限りでない。
（試用期間）
第５条　新たに採用された者については、採用の日から６か月間を試用期間とする。
２　試用期間中又は試用期間満了の際、引き続き職員として勤務させることが不適当と認められる者については、採用を取り消すことがある。
（提出書類）
第６条　職員として採用された者は、遅滞なく、次の書類を会長に提出しなければならない。
(１)　誓約書及び身元保証書
(２)　住民票謄本
(３)　健康診断書
(４)　その他指示された書類
２　職員は、前項各号の書類の記載事項に異動が生じたときは、速やかに、会長に届け出なければならない。
第３章　服務
（服務の基本）
第７条　職員は、定款及び諸規程を遵守して、本会の社会的使命を自覚するとともに、自己の職責を自覚し、職務に精励しなければならない。
２　職員は、勤務時間中定められた職務に専念しなければならない。
（信用失墜行為の禁止）
第８条　職員は、本会の信用を傷つけ、又はその全体の不名誉となる行為をしてはならない。
（ハラスメントの禁止）
第８条の２　職員は、性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、他の職員の就業環境を害するようなことをしてはならない。
（秘密を守る義務）
第９条　職員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。
２　法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表する場合には、会長の許可を受けなければならない。
（職場離脱の禁止）
第10条　職員は、上司の許可を得ないで、勤務時間中に早退、外出その他職務を離脱する行為をしてはならない。
（政治的、宗教的活動の禁止）
第11条　職員は、勤務時間中政治又は宗教的活動をしてはならない。
（従事制限）
第12条　職員は、会長の許可なくして公職又は他の職に従事してはならない。ただし、本会類似団体等の役職員を兼務しようとする場合は、会長の承認を得なければならない。
（非常災害時の服務）
第13条　職員は、非常災害時に際しては、この規程の関係規定にかかわらず、速やかに出勤し、上司の指揮監督を受け、又は臨機に必要な処置をとらなければならない。
（勤務時間）
第14条　職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間を超えない期間につき１週間当たり38時間45分を下らず、40時間を超えない範囲内とする。
（週休日及び勤務時間の割振り）
第15条　週休日、勤務時間の割振り及び休憩時間の基準等については、福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則の規定を準用し、会長が決定するものとする。
（週休日の振替え等）
第16条　会長は、職員に前条の規定により週休日とされた日において特に勤務することを命ずる場合には、前条の規定により勤務時間が割り振られた日（この条において「勤務日」という。）の属する週内にある勤務日を週休日に変更して当該勤務内にある勤務日の勤務時間のうち４時間を当該勤務日に割り振ることをやめて当該４時間の勤務時間を当該勤務することを命じる必要がある日に割り振ることができる。
２　前項により振り替えることが困難である場合には、勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする４週間前の日から当該勤務を命ずる必要がある日を起算日とする８週間後の日までの期間とすることができる。ただし、半日勤務時間の割り振りの変更を行う場合には、前項及びこの項の期間内にある勤務日の始業の時刻から連続し、又は終業時刻まで連続する勤務時間について割り振ることをやめて行わなければならない。
（出退記録）
第17条　職員は、定刻までに出勤し自ら出勤票に出勤時刻を、また、退所するときは、退所時刻を記録しなければならない。
（遅刻、早退等届）
第18条　職員は、私用で遅刻、早退又は外出しようとするときは、事前に上司の許可を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由により事前に連絡できない場合は、事後速やかに届出なければならない。
（例外的取扱い）
第19条　職員は、不可抗力の事故のため遅刻又は早退したときは、届出により遅刻又は早退の取扱いをしない。
（勤務時間外及び休日勤務）
第20条　会長は、業務上の都合によりやむを得ない場合は、勤務時間外又は休日に勤務させることができる。
２　前項により休日勤務を命ずることができる場合において、職員から振り替えの請求があるときは、これらの日を１週間以内の他の日に振り替えることができる。
３　勤務時間外又は休日勤務は、所定の様式に必要事項を記入して、事務局長がこれを命ずる。
（時間外勤務を命ずる際の考慮）
第21条　会長は、職員に時間外勤務を命ずる場合には、職員の健康及び福祉を害しないように考慮しなければならない。
（時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限）
第22条　時間外勤務を命ずる時間及び月数の上限は、福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則の規定を準用し、会長が決定するものとする。
（休日）
第23条　職員は、国民の祝日に関する法律（昭和32年法律第178号）に規定する休日（以下「祝日法による休日」という。）には、特に勤務することを命ぜられる者を除き、正規の勤務時間においても勤務することを要しない。12月29日から１月３日までの日（祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」という。）についても、同様とする。
（休日の代休日）
第24条　会長は、職員に祝日法による休日又は年末年始の休日（以下この項において「休日」と総称する。）である第15条及び第16条の規定により勤務時間が割り振られた日（以下この項において「勤務日等」という。）に割り振られた勤務時間の全部（次項において「休日の全勤務時間」という。）について特に勤務することを命じた場合には、当該休日の前に、当該休日に代わる日（以下この条において「代休日」という。）として、勤務することを命じた休日を起算日とする８週間後の日までの期間内に、当該休日後の勤務日（休日を除く。）を指定することができる。
２　前項の規定により代休日を指定された職員は、勤務を命じられた休日の全勤務日を勤務した場合において、当該代休日には、特に勤務することを命ぜられるときを除き、正規の勤務時間において勤務することを要しない。
３　会長は、職員があらかじめ代休日の指定を希望しない旨を申し出た場合には、代休日を指定しないものとする。
（休暇の種類）
第25条　職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇及び介護休暇とする。
２　休暇の日数、基準等は、福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則の規定を準用し、会長が決定するものとする。
（育児休業）
第26条　育児休業の基準等は、福津市職員の育児休業等に関する条例及び福津市職員の育児休業等に関する条例施行規則の規定を準用し、会長が決定するものとする。
（育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限等）
第27条　育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外勤務制限等の基準等については、福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び福津市職員の勤務時間、休暇等に関する条例施行規則の規定を準用し、会長が決定するものとする。
（欠勤）
第28条　職員は、やむを得ない理由により欠勤する場合は、事前に届け出なければならない。ただし、やむを得ず事前に届出のできないときには、事後速やかに届け出なければならない。
（出張命令）
第29条　職員が出張する場合は、出張命令によって行わなければならない。
２　職員が前項の規定により出張したときは、帰着後速やかに口頭又は文書によって復命しなければならない。
３　第１項の規定により出張を命ぜられた職員には、別に定めるところにより旅費を支給する。
第４章　給与
（給料）
第30条　職員の給与は、別に定める職員給与規程により支給する。
第５章　休職、復職及び退職
（休職）
第31条　会長は、心身の故障のため長期の休養を要する職員の意に反し、休職の処分をする場合、あらかじめ医師２人の診断を受けさせ、その旨を記載した書面を当該職員に交付して行わなければならない。
２　休職の期間は、次のとおりとする。
(１)　公務上の負傷又は疾病の場合　全治するまでの間
(２)　結核性疾病の場合　２年
(３)　前号以外の傷い又は疾病　１年
（復職）
第32条　前条第１項に該当し休職を命ぜられた職員で、休職の期間中にその事由が消滅したときは、復職を命ずる。
２　前項に規定する場合のほか休職を命ぜられた職員で、休職の期間中にその事由が消滅し、本人から願い出があったときは、復職を命ずることができる。
３　前２項の規定により復職した者が、復職後１年以内に同一の事由により再び欠勤したときは、復職を取り消すことができる。
（定年）
第33条　職員の定年は満60歳とし、60歳に達した年度の末日をもって退職とする。
（再雇用）
第34条　前条の規定にかかわらず、本人が希望し、解雇事由又は退職事由に該当しない者については、65歳まで継続雇用する。
２　再雇用に関する規程は、別に定める。
（一般退職）
第35条　職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、その日を退職の日とし、職員としての身分を失う。
(１)　本人の都合により退職を願い出て、会長の承認があったとき。
(２)　死亡したとき。
(３)　期間の定めのある雇用が満了したとき。
（退職の手続）
第36条　職員が自己の意思により退職しようとするときは、原則として30日前に会長に退職願を提出しなければならない。ただし、職員が死亡したときは、その遺族の届出をもってこれに代えるものとする。
２　提出された退職願は、２週間以内に処理するものとする。
（退職等の決定）
第37条　退職、休職及び解職の決定は、会長が辞令書をもってこれを行う。
第６章　分限、懲戒及び解雇
（分限）
第38条　職員が次の各号のいずれかに該当する場合において、その意に反してこれを降任することができる。
(１)　勤務成績がよくない場合
(２)　心身故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合
(３)　前２号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合
（懲戒）
第39条　職員が次の各号のいずれかに該当するときは、懲戒処分とする。
(１)　法令又は本会の定める規定に違反したとき。
(２)　職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。
(３)　本会の信用若しくは名誉を傷つけ、又は本会の職員としてふさわしくない非行があったとき。
(４)　刑法上の処罰を受けたとき。
（懲戒処分の種類及び内容）
第40条　懲戒処分の種類及び内容は、次のとおりとする。
(１)　戒告　処分理由書を交付する。
(２)　減給　労働基準法第91条に定める範囲内で給料を減給する。
(３)　停職　停職の期間を１日以上６か月以下とし、その職を保有するが職務に従事しない。なお、期間中いかなる給与も支給しない。
(４)　免職　職員の身分を失わせる。
２　懲戒処分の決定は、理事会に諮り、会長がこれを行う。
（職員の解雇）
第41条　会長は、職員が次の各号のいずれかに該当したときは、解雇することができる。
(１)　勤務状況が不良で、業務の遂行に支障があるとき。
(２)　健康上の理由により、業務の遂行に耐えないとき。
(３)　故意又は重大な過失により、本会に損害を与えたとき。
(４)　事業の休止、廃止又は縮小その他事業の運営上やむを得ないとき。
(５)　その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき。
（異議申立て）
第42条　懲戒処分を受けた職員で不服があるものは、処分を受けた日から30日以内に会長に異議を申し立てることができる。
（事務引継ぎ）
第43条　職員が退職又は休職しようとするとき及び職場、職種が変更するときは、１週間以内にその職務について未処理事項に意見を付し、保管書類及び保管物件に引継書を添えて、後任者が直ちに業務が遂行できるようにしなければならない。
第７章　安全及び衛生
（安全管理）
第44条　職員は、施設の建物、設備、金品等につき、盗難、火災、破壊等による危害を防止するため、特に戸締まり、火気の始末、巡視その他必要な措置を怠ってはならない。
（安全措置）
第45条　職員は、火災その他非常災害の発生を発見し、又はその危険があるときは、その旨を上司に報告し、職員相互に協力して、その被害を最小限にとどめるように努めなければならない。
（衛生）
第46条　職員は、施設の建物、設備等につき清潔を旨とし、換気、採光、保温及び防音に注意しなければならない。
２　職員は、常に保健衛生に留意し、感染性疾患に罹 (り)患した場合は、速やかにその旨を事務局長に届けなければならない。
（健康診断）
第47条　職員は、定期又は随時に健康診断を受けなければならない。
第８章　災害補償等
（災害補償）
第48条　職員が業務上負傷し、疾病にかかり、又は死亡したときは、労働基準法の定めるところによって補償を行う。
２　補償を受ける者が同一の事由によって労働者災害補償保険法（昭和22年法律第50号）に規定する保険給付を受ける場合は、その給付の限度において前項の規定は適用しない。
（損害賠償）
第49条　職員が故意又は過失によって本会に損害を与えたときは、その全部又は一部を賠償させる。
（補則）
第50条　この規程の施行に関し必要な事項は、会長が別に定める。
 (
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１　この規程は、平成14年４月１日から施行する。
（事務局長の給料及び手当の基準の特例に関する細則の廃止）
２　事務局長の給料及び手当の基準の特例に関する細則（昭和55年社協細則第４号）は、廃止する。
附　則（平成17年２月８日社協規程第７号）
この規程は、平成17年３月31日から施行する。
附　則（平成18年３月28日社協規程第10号）
この規程は、平成18年４月１日から施行する。
附　則（平成18年９月29日社協規程第11号）
この規程は、平成18年９月29日から施行し、平成18年４月１日から適用する。
附　則（平成21年５月26日社協規程第１号）
この規程は、平成21年５月26日から施行し、平成21年４月１日から適用する。
附　則（平成28年12月19日社協規程第８号）
この規程は、平成29年４月１日から施行する。
附　則（平成29年３月29日社協規程第10号）
この規程は、平成29年４月１日から施行する。
附　則（平成31年２月19日社協規程第11号）
この規程は、平成31年２月19日から施行する。
附　則（令和元年12月４日社協規程第１号）
この規程は、令和２年４月１日から施行する。
[bookmark: _GoBack]附　則（令和５年３月17日社協規程第５号）
この規程は、令和５年３月17日から施行し、令和４年４月１日から適用する。
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